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(57)【要約】
【課題】小さい処理負荷で呼吸音に関する処理を行うこ
とが可能な呼吸音処理装置、呼吸音処理方法及びコンピ
ュータプログラムを提供する。
【手段】呼吸音処理装置（１２）は、呼吸音の音量の経
時的増加量が第１閾値以上であるか否かを判定する判定
部（１２３）と、経時的増加量が第１閾値以上であると
判定された場合に、所定信号を出力する出力部（１２４
）とを備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　所定期間中の呼吸音の音量の増加量が第１閾値以上であるか否かを判定する判定部と、
　前記増加量が前記第１閾値以上であると判定された場合に、所定信号を出力する出力部
と
　を備えることを特徴とする呼吸音処理装置。
【請求項２】
　前記判定部は、一の前記所定期間中の前記経時的増加量が一の前記第１閾値以上である
か否か及び前記一の所定期間とは少なくとも部分的に異なる他の前記所定期間中の前記経
時的増加量が他の前記第１閾値以上であるか否かを判定し、
　前記出力部は、前記一の所定期間中の前記経時的増加量が前記一の第１閾値以上である
及び／又は前記他の所定期間中の前記経時的増加量が前記他の第１閾値以上であると判定
された場合に、前記所定信号を出力する
　ことを特徴とする請求項１に記載の呼吸音処理装置。
【請求項３】
　前記判定部は、更に、前記音量が第２閾値以上であるか否かを判定し、
　前記出力部は、（ｉ）前記経時的増加量が前記第１閾値以上であり且つ前記音量が前記
第２閾値以上であると判定された場合に、前記所定信号を出力し、（ｉｉ）前記経時的増
加量が前記第１閾値以上であると判定された場合であっても、前記音量が前記第２閾値以
上でないと判定された場合には、前記所定信号を出力しない
　ことを特徴とする請求項１又は２に記載の呼吸音処理装置。
【請求項４】
　前記経時的増加量は、前記所定期間中の前記音量の極小値からの増加量である
　ことを特徴とする請求項１から３のいずれか一項に記載の呼吸音処理装置。
【請求項５】
　前記所定信号は、生体の異常を警告するための警告信号を含む
　ことを特徴とする請求項１から４のいずれか一項に記載の呼吸音処理装置。
【請求項６】
　呼吸音の音量の経時的増加量が第１閾値以上であるか否かを判定する判定工程と、
　前記経時的増加量が前記第１閾値以上であると判定された場合に、所定信号を出力する
出力工程と
　を備えることを特徴とする呼吸音処理方法。
【請求項７】
　コンピュータに、請求項６に記載の呼吸音処理方法を実行させる
　ことを特徴とするコンピュータプログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、取得した呼吸音に関する処理を行う呼吸音処理装置及び呼吸音処理方法、並
びに、コンピュータに呼吸音処理方法を実行させるコンピュータプログラムの技術分野に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　このような呼吸音処理装置の一例が特許文献１に記載されている。具体的には、特許文
献１には、夫々が被験者の生体音を集音可能な複数のマイクロフォンが出力する電気信号
のパターンを比較し、いずれかのマイクロフォンが出力する電気信号のパターンが別のマ
イクロフォンが出力する電気信号のパターンに対して所定量以上ずれた場合に、生体に異
常が発生していると判断して警報を発する呼吸音処理装置が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－０５０６１４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上述した特許文献１に記載された呼吸音処理装置では、複数のマイクロフォンが出力す
る電気信号のパターンを相互に比較する必要がある。このため、複数のマイクロフォンが
出力する電気信号のパターンを相互に比較する必要がない呼吸音処理装置と比較して、呼
吸音処理装置の処理負荷が大きくなるという技術的問題が生ずる。
【０００５】
　本発明が解決しようとする課題には上記のようなものが一例として挙げられる。本発明
は、相対的に小さい処理負荷で呼吸音に関する処理を行うことが可能な呼吸音処理装置、
呼吸音処理方法及びコンピュータプログラムを提供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の呼吸音処理装置の第１の態様は、所定期間中の呼吸音の音量の増加量が第１閾
値以上であるか否かを判定する判定部と、前記増加量が前記第１閾値以上であると判定さ
れた場合に、所定信号を出力する出力部とを備える。
【０００７】
　本発明の呼吸音処理方法の第１の態様は、所定期間中の呼吸音の音量の増加量が第１閾
値以上であるか否かを判定する判定工程と、前記増加量が前記第１閾値以上であると判定
された場合に、所定信号を出力する出力工程とを備える。
【０００８】
　本発明のコンピュータプログラムの第１の態様は、コンピュータに上述した本発明の呼
吸音処理方法の第１の態様を実行させる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】図１は、本実施例の生体監視装置の構成を示すブロック図である。
【図２】図２は、呼吸音を取得する動作の流れを示すフローチャートである。
【図３】図３は、記憶装置が記憶する音量データのデータ構造の一例を示すテーブルであ
る。
【図４】図４（ａ）から図４（ｃ）の夫々は、呼吸音量の表示例を示す平面図である。
【図５】図５は、生体の状態が異常であるか否かを判定する動作の流れを示すフローチャ
ートである。
【図６】図６（ａ）及び図６（ｂ）の夫々は、所定期間中の呼吸音量を示すグラフである
。
【図７】図７は、所定期間中の呼吸音量の経時的増加量を算出するために用いられる音量
データを示すテーブルである。
【図８】図８は、呼吸音増加量の表示例を示す平面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、呼吸音処理装置、呼吸音処理方法及びコンピュータプログラムの実施形態につい
て説明を進める。
【００１１】
　（呼吸音処理装置の実施形態）
　＜１＞
　呼吸音処理装置の実施形態は、所定期間中の呼吸音の音量の増加量が第１閾値以上であ
るか否かを判定する判定部と、前記増加量が前記第１閾値以上であると判定された場合に
、所定信号を出力する出力部とを備える。
【００１２】
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　本願発明者等の研究によれば、呼吸音に異常が生ずると、呼吸音に異常が生じていない
場合と比較して、呼吸音の音量が増加することが判明している。具体的には、呼吸音に異
常音（例えば、副雑音）が混入すると、呼吸音の音量は、異常音の混入に起因して、異常
音が含まれていない呼吸音の音量よりも大きくなることが判明している。このため、呼吸
音処理装置の実施形態によれば、呼吸音の音量の増加量に基づいて、生体に異常が発生し
ているか否かを実質的に判定可能である。具体的には、呼吸音処理装置の実施形態は、呼
吸音の音量の増加量が第１閾値以上であると判定される場合には、生体に異常が発生して
いると判定し、所望の出力信号（例えば、後述する警告信号）を出力可能である。
【００１３】
　このように、呼吸音処理装置の実施形態は、複数の呼吸音センサ（例えば、マイクロフ
ォン）が出力する電気信号のパターンを相互に比較することなく、生体に異常が発生して
いるか否かを実質的に判定可能である。従って、呼吸音処理装置の実施形態は、呼吸音に
関する処理（ここでは、増加量が第１閾値以上であるか否かを判定し、出力信号を出力す
る処理）を相対的に小さい処理負荷で行うことができる。
【００１４】
　＜２＞
　上述した呼吸音処理装置の実施形態の他の態様では、前記判定部は、一の前記所定期間
中の前記増加量が一の前記第１閾値以上であるか否か及び前記一の所定期間とは少なくと
も部分的に異なる他の前記所定期間中の前記増加量が他の前記第１閾値以上であるか否か
を判定し、前記出力部は、前記一の所定期間中の前記増加量が前記一の第１閾値以上であ
る及び／又は前記他の所定期間中の前記増加量が前記他の第１閾値以上であると判定され
た場合に、前記所定信号を出力する。
【００１５】
　この態様によれば、呼吸音処理装置は、少なくとも部分的に異なる複数の期間中におけ
る呼吸音の音量の増加量に基づいて、生体に異常が発生しているか否かをより高精度に判
定可能である。
【００１６】
　＜３＞
　上述した呼吸音処理装置の実施形態の他の態様では、前記判定部は、更に、前記音量が
第２閾値以上であるか否かを判定し、前記出力部は、（ｉ）前記増加量が前記第１閾値以
上であり且つ前記音量が前記第２閾値以上であると判定された場合に、前記所定信号を出
力し、（ｉｉ）前記増加量が前記第１閾値以上であると判定された場合であっても、前記
音量が前記第２閾値以上でないと判定された場合には、前記所定信号を出力しない。
【００１７】
　上述したように呼吸音に異常が生ずると呼吸音の音量が増加することを考慮すれば、呼
吸音の音量自体が相応に大きい場合には、呼吸音に異常が発生している可能性が相対的に
高い。一方で、呼吸音の音量自体がそれほど大きくない場合には、呼吸音に異常が発生し
ていない可能性がある。従って、呼吸音の音量の増加量が第１閾値以上であっても、呼吸
音の音量自体がそれほど大きくない（つまり、第２閾値以上でない）場合には、呼吸音に
異常が発生していない（結果、生体に異常が発生していない）可能性がある。このため、
この態様によれば、呼吸音の音量の増加量に加えて呼吸音の音量自体も参照するがゆえに
、呼吸音処理装置は、生体に異常が発生しているか否かをより高精度に判定可能である。
【００１８】
　＜４＞
　上述した呼吸音処理装置の実施形態の他の態様では、前記増加量は、前記所定期間中の
前記音量の極小値からの増加量である。
【００１９】
　この態様によれば、呼吸音処理装置は、極小値を基準とする増加量に基づいて、生体に
異常が発生しているか否かをより高精度に判定可能である。
【００２０】
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　＜５＞
　上述した呼吸音処理装置の実施形態の他の態様では、前記所定信号は、生体の異常を警
告するための警告信号を含む。
【００２１】
　この態様によれば、呼吸音処理装置は、生体に異常が発生していることを適切に警告可
能である。
【００２２】
　（呼吸音処理方法の実施形態）
　＜６＞
　呼吸音処理方法の実施形態は、所定期間中の呼吸音の音量の増加量が第１閾値以上であ
るか否かを判定する判定工程と、前記増加量が前記第１閾値以上であると判定された場合
に、所定信号を出力する出力工程とを備える。
【００２３】
　呼吸音処理方法の実施形態によれば、上述した呼吸音処理装置の実施形態が使用するラ
イブラリを適切に生成することができる。尚、呼吸音処理装置の実施形態が採用し得る他
の態様に対応して、呼吸音処理方法の実施形態も、当該他の態様を採用してもよい。
【００２４】
　（コンピュータプログラムの実施形態）
　＜７＞
　コンピュータプログラムの実施形態は、コンピュータに上述した呼吸音処理方法の実施
形態を実行させる。
【００２５】
　コンピュータプログラムの実施形態によれば、上述した呼吸音処理方法の実施形態が享
受する効果と同様の効果を好適に享受することができる。尚、呼吸音処理方法の実施形態
が採用する他の態様に対応して、コンピュータプログラムの実施形態も、当該他の態様を
採用してもよい。
【００２６】
　呼吸音処理装置、呼吸音処理方法、及び、コンピュータプログラムの実施形態の作用及
び他の利得については、以下に示す実施例において、より詳細に説明する。
【００２７】
　以上説明したように、呼吸音処理装置の実施形態は、判定部と、出力部とを備える。呼
吸音処理方法の実施形態は、判定工程と、出力工程とを備える。コンピュータプログラム
の実施形態は、コンピュータに上述した呼吸音処理方法の実施形態を実行させる。従って
、相対的に小さい処理負荷で呼吸音に関する処理を行うことができる。
【実施例】
【００２８】
　以下、図面を参照しながら、呼吸音処理装置、呼吸音処理方法、及び、コンピュータプ
ログラムの実施例について説明する。尚、以下では、呼吸音処理装置、呼吸音処理方法、
及び、コンピュータプログラムの実施例が適用された生体監視装置１を用いて説明を進め
る。
【００２９】
　（１）生体監視装置１の構成
　はじめに、図１を参照しながら、本実施例の生体監視装置１の構成について説明する。
図１は、本実施例の生体監視装置１の構成を示すブロック図である。
【００３０】
　図１に示すように、生体監視装置１は、生体の状態を監視する。具体的には、生体監視
装置１は、生体に異常が発生している（つまり、生体の状態が異常である）か否かを監視
し、生体に異常が発生している場合にその旨をユーザに通知する。生体の状態を監視する
ために、生体監視装置１は、複数の（図１に示す例では、４つの）呼吸音センサ１１と、
上述した実施形態における「呼吸音処理装置」の一具体例であるＣＰＵ（Ｃｅｎｔｒａｌ
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　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）１２と、記憶装置１３と、ディスプレイ１４と、操
作機器１５と、スピーカー１６を備えている。
【００３１】
　各呼吸音センサ１１は、生体の呼吸音を取得（つまり、検出）する。呼吸音センサ１１
の一例として、呼吸音に起因した空気の振動を直接検出するマイクロフォンや、呼吸音に
起因した媒質（例えば、患者の体表）の振動が伝達されたダイヤフラムの振動を検出する
ことで呼吸音を検出する振動センサ等があげられる。複数の呼吸音センサ１１は、夫々、
生体の異なる箇所に取り付けられることが好ましい。各呼吸音センサ１１の検出結果であ
る呼吸音信号は、各呼吸音センサ１１からＣＰＵ１２に出力される。
【００３２】
　ＣＰＵ１２は、生体監視装置１の全体の動作を制御する。本実施例では特に、ＣＰＵ１
２は、ＣＰＵ１２がコンピュータプログラムを実行することでＣＰＵ１２内に論理的に実
現される処理ブロックとして、音量演算部１２１と、差分算出部１２２と、上述した実施
形態における「判定部」の一具体例である判定部１２３と、上述した実施形態における「
出力部」の一具体例である警告部１２４とを備える。尚、音量演算部１２１、差分算出部
１２２、判定部１２３及び警告部１２４の夫々の動作については、後に図２等を参照しな
がら詳述するが、以下にその概略について簡単に説明する。音量演算部１２１は、呼吸音
信号に基づいて、呼吸音信号が示す呼吸音の音量（以降、“呼吸音量”と称する）を算出
する。差分算出部１２２は、音量演算部１２１が算出した呼吸音量に基づいて、所定期間
中の呼吸音量の増加量（つまり、呼吸音量の経時的増加量であり、以下“呼吸音増加量”
と称する）を算出する。判定部１２３は、差分算出部１２２が算出した呼吸音増加量が所
定の閾値ＴＨ１以上であるか否かを判定する。呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上であると判
定部１２３が判定した場合に、生体に異常が発生していることを通知するための警告信号
をディスプレイ１４に出力し、警告音をスピーカー１６から出力する。
【００３３】
　記憶装置１３は、音量演算部１２１が算出した呼吸音量を示す音量データを記憶する。
記憶装置１３が記憶している音量データは、差分算出部１２２が増加量を算出する際に適
宜参照される。記憶装置１３は、例えば、ハードディスクや、ソリッドステートドライブ
を含む。
【００３４】
　ディスプレイ１４は、ＣＰＵ１２の制御下で所望の表示物（例えば、画像や動画等）を
表示可能である。特に、ＣＰＵ１２（特に、警告部１２４）から警告信号が出力された場
合には、ディスプレイ１４は、生体に異常が発生していることを示す表示物を表示する。
【００３５】
　操作機器１５は、生体監視装置１のユーザ（例えば、医師や看護師等の医療従事者）が
操作可能な装置である。例えば、ユーザは、操作機器１５を用いて、生体監視装置１の動
作内容を設定するための操作を行う。操作機器１５は、例えば、マウス、キーボード及び
ディスプレイ１４に付随するタッチパネルの少なくとも一つを含む。
【００３６】
　スピーカー１６は、生体に異常が発生している際に警告音を発生させる。
【００３７】
　（２）生体監視装置１の動作
　続いて、本実施例の生体監視装置１の動作について説明する。本実施例では、生体監視
装置１は、呼吸音を取得する動作と、取得した呼吸音に基づいて生体に異常が発生してい
るか否かを判定する動作とを並行して行う。従って、以下では、呼吸音を取得する動作と
、生体に異常が発生しているか否かを判定する動作とを順に説明する。
【００３８】
　（２－１）呼吸音を取得する動作
　はじめに、図２を参照しながら、呼吸音を取得する動作について説明する。図２は、呼
吸音を取得する動作の流れを示すフローチャートである。
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【００３９】
　図２に示すように、複数の呼吸音センサ１１の夫々が呼吸音を取得する（ステップＳ１
１）。各呼吸音センサ１１は、検出結果である呼吸音信号を、ＣＰＵ１２に出力する。尚
、呼吸音信号は、呼吸音の強度（つまり、音量に相当する振幅レベル）を時間軸上の波形
として示すアナログ信号である。
【００４０】
　その後、音量演算部１２１は、各呼吸音センサ１１が出力する呼吸音信号に基づいて、
呼吸音量を算出する（ステップＳ１２）。このとき、音量演算部１２１は、呼吸音センサ
１１毎に別個に、呼吸音量を算出する。つまり、音量演算部１２１は、第１の呼吸音セン
サ１１が出力する呼吸音信号に基づいて、第１の呼吸音センサ１１が取得した呼吸音の音
量を算出し、第２の呼吸音センサ１１が出力する呼吸音信号に基づいて、第２の呼吸音セ
ンサ１１が取得した呼吸音の音量を算出し、・・・、第４の呼吸音センサ１１が出力する
呼吸音信号に基づいて、第４の呼吸音センサ１１が取得した呼吸音の音量を算出する。
【００４１】
　音量演算部１２１は、呼吸音信号に基づいて呼吸音量を算出する動作として、既存の動
作を採用してもよい。以下、呼吸音信号に基づいて呼吸音量を算出する動作の一例につい
て説明する。音量演算部１２１は、アナログ信号である呼吸音信号をデジタル信号に変換
する。その結果、音量演算部１２１は、有限個のサンプル値（つまり、音量を示すサンプ
ル値）を取得する。その後、音量演算部１２１は、所定の呼吸音量算出期間（例えば、直
近１０秒の期間）中のサンプル値の二乗平均平方根であるＲＭＳ値を算出する。つまり、
呼吸音量算出期間中にＮ個のサンプル値（ｘ１、ｘ２、・・・、ｘＮ）が存在する場合に
は、音量演算部１２１は、ＲＭＳ値＝（（ｘ１

２＋ｘ２
２＋、・・・＋ｘＮ

２）／Ｎ）１

／２という数式を用いて、ＲＭＳ値を算出する。その後、音量演算部１２１は、ｄＢ値＝
２０×ｌｏｇ１０（ＲＭＳ値）という数式を用いて、ＲＭＳ値をデシベルという単位で呼
吸音量を示すｄＢ値に変換する。本実施例では、ＲＭＳ値及びｄＢ値の少なくとも一方が
、呼吸音量として用いられる。
【００４２】
　呼吸音信号が継続的に取得され得るがゆえに、音量演算部１２１は、呼吸音量を継続的
に算出し続ける。例えば、音量演算部１２１は、呼吸音量算出期間が経過する都度（例え
ば、１０秒が経過する都度）、呼吸音量を新たに算出する。
【００４３】
　その後、記憶装置１３は、音量演算部１２１が算出した呼吸音量を示す音量データを記
憶する（ステップＳ１３）。記憶装置１３は、記憶している呼吸音量がいずれの呼吸音セ
ンサ１１が取得した呼吸音の音量であるかが分かるように、音量データを記憶する。従っ
て、記憶装置１３は、記憶装置１３が記憶する音量データの一例を示す図３に示すように
、呼吸音量と呼吸音センサ１１のセンサＩＤとを対応付けた上で、呼吸音量を記憶する。
更に、記憶装置１３は、記憶している呼吸音量がいずれの日時に取得された呼吸音の音量
であるかが分かるように、音量データを記憶する。従って、記憶装置１３は、図３に示す
ように、呼吸音量と日時とを対応付けた上で、呼吸音量を記憶する。尚、図３は、呼吸音
量として、ＲＭＳ値及びｄＢ値の双方を含む音量データの一例を示す。しかしながら、記
憶装置１３は、ＲＭＳ値及びｄＢ値のいずれか一方を含む音量データを記憶してもよい。
【００４４】
　音量データの記憶装置１３への記憶と並行して、ディスプレイ１４は、音量演算部１２
１が算出した呼吸音量を表示してもよい。例えば、図４（ａ）に示すように、ディスプレ
イ１４は、呼吸音量を時間軸上の波形として示すグラフを用いて、呼吸音量を示してもよ
い。或いは、複数の呼吸音センサ１１が生体の異なる箇所に取り付けられているため、デ
ィスプレイ１４は、図４（ｂ）に示すように、ある呼吸音センサ１１が取得した呼吸音の
音量を示すグラフを、当該呼吸音が取得された生体の位置に関連付けて表示してもよい。
或いは、ディスプレイ１４は、図４（ｃ）に示すように、ある呼吸音センサ１１が取得し
た呼吸音の音量の大小を色の濃さで示す表示物を、当該呼吸音が取得された生体の位置に
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関連付けて表示してもよい。
【００４５】
　以上説明したステップＳ１１からステップＳ１３までの処理が、呼吸音を取得する動作
を終了する旨の指示が操作機器１５を用いてユーザから要求されるまで繰り返される（ス
テップＳ１４）。
【００４６】
　（２－２）生体に異常が発生しているか否かを判定する動作
　続いて、図５を参照しながら、生体に異常が発生しているか否かを判定する動作につい
て説明する。図５は、生体に異常が発生しているか否かを判定する動作の流れを示すフロ
ーチャートである。
【００４７】
　図５に示すように、まず、差分算出部１２２は、呼吸音増加量（つまり、所定期間中の
呼吸音量の増加量）を算出する（ステップＳ２１）。呼吸音増加量を算出する際にも、呼
吸音量を算出する場合と同様に、差分算出部１２２は、呼吸音センサ１１毎に別個に、呼
吸音増加量を算出する。つまり、差分算出部１２２は、第１の呼吸音センサ１１が検出し
た呼吸音量の所定期間中の増加量を算出し、第２の呼吸音センサ１１が検出した呼吸音量
の所定期間中の増加量を算出し、・・・、第４の呼吸音センサ１１が検出した呼吸音量の
所定期間中の増加量を算出する。
【００４８】
　所定期間は、現在時刻（つまり、ステップＳ２１の処理が行われている時刻）を終了時
刻とする期間である。例えば、所定期間は、現在時刻から過去数分ないしは数十分（例え
ば、３０分）の期間であってもよい。例えば、所定期間は、現在時刻から過去数時間の期
間であってもよい。この所定期間は、デフォルトで予め設定されていてもよい。所定期間
は、操作機器１５を介したユーザの指示によって設定されてもよい。
【００４９】
　所定期間中の呼吸音量の増加量は、図６（ａ）に示すように、所定期間中の呼吸音量の
極小値（つまり、最小値）に対する、現在時刻（つまり、所定期間の終了時刻）の呼吸音
量の増加量である。但し、所定期間中の呼吸音量の増加量は、図６（ｂ）に示すように、
所定期間の開始時刻における呼吸音量に対する、現在時刻の呼吸音量の増加量であっても
よい。或いは、所定期間中の呼吸音量の増加量は、所定期間中の任意の時刻における呼吸
音量に対する、現在時刻の呼吸音量の増加量であってもよい。
【００５０】
　差分算出部１２２は、記憶装置１２２が記憶している音量データ（特に、音量データの
うち所定期間中の呼吸音量を示す一部のデータ部分）に基づいて、呼吸音増加量を算出す
る。例えば、図７は、音量データのうち、現在時刻が１０時２２分００秒であり且つ所定
期間が現在時刻から過去１時間の期間（つまり、９時２２分００秒から１０時２２分００
秒までの期間）である場合に差分算出部１２２が参照するデータ部分を示す。差分算出部
１２２は、このデータ部分から、呼吸音センサ１１毎に、所定期間中の呼吸音量の極小値
を特定する。その後、差分算出部１２２は、呼吸音センサ１１毎に、特定した極小値に対
する現在時刻の呼吸音量の増加量を算出する。その結果、呼吸センサ１１毎に、呼吸音増
加量が算出される。
【００５１】
　差分算出部１２２が算出した呼吸音増加量は、差分算出部１２２から判定部１２３に出
力される。その後、判定部１２３は、差分算出部１２２が算出した呼吸音増加量に関する
第１異常条件が成立しているか否かを判定する（ステップＳ２３）。本実施例では、第１
異常条件として、差分算出部１２２が算出した呼吸音増加量が所定の閾値ＴＨ１以上であ
るという条件が用いられる。
【００５２】
　生体監視装置１が複数の呼吸音センサ１１を備えているがゆえに、判定部１２３には、
呼吸音センサ１１と同じ数の呼吸音増加量が出力される。この場合、第１異常条件は、複
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数の呼吸音増加量のうちいずれか一つの呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上である（一方で、
複数の経時的増加量のうち残りの呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上であるか否かは問わない
）という条件であってもよい。或いは、第１異常条件は、複数の経時的増加量のうち二つ
以上の呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上である（一方で、複数の呼吸音増加量のうち残りの
呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上であるか否かは問わない）という条件であってもよい。或
いは、異常条件は、複数の呼吸音増加量の全てが閾値ＴＨ１以上であるという条件であっ
てもよい。
【００５３】
　尚、ステップＳ２２において用いられる第１異常条件は、デフォルトで予め設定されて
いるが、操作機器１５を介したユーザの指示によって設定（つまり、変更）されてもよい
。
【００５４】
　閾値ＴＨ１は、正常な呼吸音と異常な呼吸音とを呼吸音増加量の大小から区別すること
ができるように適切な値に設定される。具体的には、本願発明者等の研究によれば、呼吸
音に異常が生ずると、呼吸音に異常が生じていない場合と比較して、呼吸音量が大きくな
ることが判明している。具体的には、異常音（例えば、副雑音）が混入している呼吸音の
音量は、異常音の混入に起因して、異常音が含まれていない呼吸音の音量よりも大きくな
ることが判明している。このため、閾値ＴＨ１は、このような異常音が含まれている呼吸
音と異常音が含まれていない呼吸音との違いを識別可能な適切な値に設定される。尚、閾
値ＴＨ１は、デフォルトで予め設定されているが、操作機器１５を介したユーザの指示に
よって設定（或いは、調整）されてもよい。
【００５５】
　ステップＳ２２の判定の結果、第１異常条件が成立している（つまり、呼吸音増加量が
所定の閾値ＴＨ１以上である）と判定された場合には（ステップＳ２２：Ｙｅｓ）、呼吸
音に異常が発生している（つまり、異常音が含まれている）と推定される。なぜならば、
上述したように、呼吸音に異常が生ずると、呼吸音量が大きくなるからである。このため
、呼吸音に異常を引き起こすような何らかの異常が生体に発生していると推定される。こ
の場合には、警告部１２４は、生体に異常が発生していることを通知するための警告信号
をディスプレイ１４に出力する（ステップＳ２３）。その結果、ディスプレイ１４には、
生体に異常が発生していることを示す表示物（例えば、画像等）が表示される。また、ス
ピーカー１６からは警告音が出力される。
【００５６】
　他方で、ステップＳ２２の判定の結果、第１異常条件が成立していない（つまり、経時
的増加量が所定の閾値ＴＨ１以上でない）と判定された場合には（ステップＳ２２：Ｎｏ
）、呼吸音に異常が発生していない（つまり、異常音が含まれていない）と推定される。
この場合には、警告部１２４は、警告信号をディスプレイ１４に出力しない。また、警告
音をスピーカー１６に出力しない。
【００５７】
　以上説明したステップＳ２１からステップＳ２３までの処理が、生体に異常が発生して
いるか否かを判定する動作を終了する旨の指示が操作機器１５を用いてユーザから要求さ
れるまで繰り返される（ステップＳ２４）。
【００５８】
　（３）技術的効果
　以上説明したように、本実施例の生体監視装置１は、呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上で
あるか否かを判定することで、生体に異常が発生しているか否かを判定することができる
。このため、生体監視装置１は、複数の呼吸音センサ１１が取得した呼吸音を相互に比較
することなく、生体に異常が発生しているか否かを判定することができる。従って、生体
監視装置１は、生体に異常が発生しているか否かを判定する動作を相対的に小さい処理負
荷で行うことができる。
【００５９】
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　加えて、本実施形態の生体監視装置１は、呼吸音に基づいて生体に異常が発生している
か否かを判定することができる。このため、経皮的動脈血酸素飽和度（ＳｐＯ２）等のよ
うに呼吸音の異常（或いは、生体の異常）が発生してから遅れて異常値となるように変化
するパラメータに基づいて生体に異常が発生しているか否かを判定する比較例の生体監視
装置１と比較して、生体に異常が発生しているか否かをより早期に判定することができる
。
【００６０】
　（４）変形例
　（４－１）第１変形例
　上述した説明では、第１異常条件として、単一の所定期間中の呼吸音増加量が閾値ＴＨ
１以上になるという条件が用いられている。しかしながら、第１異常条件として、複数の
異なる所定期間中の呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上になるという条件が用いられてもよい
。例えば、第１の所定期間（例えば、現在時刻から過去３０分の期間）中の呼吸音増加量
が第１の閾値ＴＨ１－１以上になり且つ第１の所定期間とは異なる第２の所定期間（例え
ば、現在時刻から過去１時間の期間）中の呼吸音増加量が第２の閾値ＴＨ１－２以上にな
るという条件が、第１異常条件として用いられてもよい。或いは、例えば、第１の所定期
間中の呼吸音増加量が第１の閾値ＴＨ１－１以上になるか、又は、第２の所定期間中の呼
吸音増加量が第２の閾値ＴＨ１－２以上になるという条件が、第１異常条件として用いら
れてもよい。尚、第１の閾値ＴＨ１－１は、第２の閾値ＴＨ１－２と同じであってもよい
し、異なっていてもよい。３つ以上の所定期間中の呼吸音増加量に関する第１異常条件に
ついても同様である。つまり、第１の所定期間（例えば、現在時刻から過去３０分の期間
）中の呼吸音増加量が第１の閾値ＴＨ１－１以上になる、及び／又は、第１の所定期間と
は異なる第２の所定期間（例えば、現在時刻から過去１時間の期間）中の呼吸音増加量が
第２の閾値ＴＨ１－２以上になる、・・・、第１の所定期間から第Ｋ－１の所定期間とは
異なる第Ｋ（但し、Ｋは２以上の整数）の所定期間（例えば、現在時刻から過去２時間の
期間）中の呼吸音増加量が第Ｋの閾値ＴＨ１－Ｋ以上になるという条件が、第１異常条件
として用いられてもよい。この場合、第１の閾値ＴＨ１－１から第Ｋの閾値ＴＨ１－Ｋの
全てが同じであってもよいし、第１の閾値ＴＨ１－１から第Ｋの閾値ＴＨ１－Ｋの少なく
とも一つが、第１の閾値ＴＨ１－１から第Ｋの閾値ＴＨ１－Ｋの少なくとも他の一つと異
なっていてもよい。
【００６１】
　このような第１変形によれば、生体監視装置１は、呼吸音量がどのように変化している
か（つまり、増加しているか）をより高精度に認識することができる。このため、生体監
視装置１は、生体に異常が発生しているか否かをより一層高精度に判定することができる
。
【００６２】
　尚、複数の異なる所定期間中の呼吸音増加量が閾値ＴＨ１以上になるという条件が第１
異常条件として用いられる場合には、差分算出部１２２は、複数の異なる所定期間の夫々
における呼吸音増加量を算出する。
【００６３】
　（４－２）第２変形例
　判定部１２３は、上述した図５のステップＳ２２において、上述した呼吸音増加量に関
する第１異常条件が成立するか否かに加えて、呼吸音量に関する第２異常条件が成立して
いるか否かを判定してもよい。上述したように呼吸音に異常が生ずると呼吸音量が大きく
なることから、呼吸音量が所定の閾値ＴＨ２以上になるという条件が、第２以上条件の一
例としてあげられる。尚、閾値ＴＨ２は、閾値ＴＨ１と同様に、正常な呼吸音と異常な呼
吸音とを呼吸音量の大小から区別することができるように適切な値に設定される。第１及
び第２異常条件が用いられる場合には、警告部１２４は、第１異常条件及び第２異常条件
の双方が成立していると判定された場合に、警告信号を出力する。他方で、警告部１２４
は、第１異常条件及び第２異常条件の少なくとも一方が成立していないと判定された場合
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には、警告信号を出力しない。例えば、警告部１２４は、第１異常条件が成立していると
判定された場合であっても、第２異常条件が成立していないと判定された場合には、警告
信号を出力しない。
【００６４】
　上述したように呼吸音に異常が生ずると呼吸音量が増加することを考慮すれば、呼吸音
量自体が相応に大きい場合には、呼吸音に異常が発生している可能性が相対的に高い。一
方で、呼吸音量自体がそれほど大きくない場合には、呼吸音に異常が発生していない可能
性がある。このため、第２変形例によれば、生体に異常が発生しているか否かを判定する
際に呼吸音増加量に加えて呼吸音量自体も参照するがゆえに、生体監視装置１は、生体に
異常が発生しているか否かをより高精度に判定可能である。言い換えれば、生体に実際に
異常が発生していないにも関わらず呼吸音増加量に基づけば生体に異常が発生していると
誤判定されてしまう事態の発生が抑制される。
【００６５】
　（４－３）その他の変形例
　ディスプレイ１４は、差分算出部１２２が算出した呼吸音増加量を表示してもよい。例
えば、図８に示すように、ディスプレイ１４は、ある呼吸音センサ１１が取得した呼吸音
の音量の増加量の大小を色の濃さで示す表示物を、当該呼吸音が取得された生体の位置に
関連付けて表示してもよい。
【００６６】
　上述した説明では、生体監視装置１は、複数の呼吸音センサ１１を備えている。しかし
ながら、生体監視装置１は、単一の呼吸音センサ１１を備えていてもよい。
【００６７】
　本発明は、上述した実施形態に限られるものではなく、特許請求の範囲及び明細書全体
から読み取れる発明の要旨或いは思想に反しない範囲で適宜変更可能であり、そのような
変更を伴う呼吸音処理装置、呼吸音処理方法、及び、コンピュータプログラムもまた本発
明の技術的範囲に含まれるものである。
【符号の説明】
【００６８】
　１　生体監視装置
　１１　呼吸音センサ
　１２　ＣＰＵ
　１２１　音量演算部
　１２２　差分算出部
　１２３　判定部
　１２４　警告部
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